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報 道 発 表 

令 和 4 年 5 月 2 0 日 

気 象 研 究 所 
 

集中豪雨の発生頻度がこの45年間で増加している 

～特に梅雨期で増加傾向が顕著～ 
 

日本での大雨発生頻度は、1時間積算降水量や日降水量などを用いた調

査結果から統計的に有意に増加していることが示されています。本研究で

は、1976年から2020年のアメダス３時間積算降水量を用いて、集中豪雨事

例発生頻度の経年変化を調べました。その結果、集中豪雨の発生頻度は大

きく増加していました。年間の集中豪雨事例の発生頻度は約2.2倍になり、

月別では7月の発生頻度が約3.8倍となり、梅雨期の集中豪雨事例の増加傾

向が顕著でした。 

 

短時間強雨や広域的・持続的な大雨の経年変化については、気象台等の観測デ

ータやアメダスデータを用いた1時間積算降水量や日降水量などの調査結果か

ら統計的に有意に増加していることが示されています（Fujibe et al. 2005; 

Fujibe 2015）。一方、甚大な土砂災害や洪水被害をもたらすこともある線状降

水帯などによる、同じような場所で数時間強い雨が降り続く集中豪雨の発生頻

度の経年変化については、これまで詳細に調べられていませんでした。 

本研究では、線状降水帯も含む集中豪雨事例の統計的研究（津口・加藤 2014

や Kato 2020）で採用された３時間積算降水量130ミリ以上の事例を集中豪雨事

例と仮定して、1976年から2020年のアメダスデータを用いて、集中豪雨の発生数

の経年変化を年単位および月別に調べました。研究に用いたアメダス地点は

1978年から観測が継続および近傍で観測が継続された1178か所で、６時間以内

の事例は１つの事例として集中豪雨事例を抽出しました。 

研究の結果、年単位の変化については、集中豪雨事例の発生数は信頼水準99%

以上で増加傾向（45年間で約2.2倍）を示し、年平均発生数がほぼ同数になる１

時間積算降水量68ミリ以上の発生数の増加率に比べて、集中豪雨事例の方が１

割ほど高くなっていることが分かりました。また、３時間積算降水量の閾値を大

きくするほど、増加率はより増大し、降水量の多い集中豪雨ほど増加傾向がより

明瞭になっていました。月別の変化では、梅雨期の集中豪雨事例の増加傾向が顕

著で、7月の発生頻度が45年間で約3.8倍（信頼水準95%以上）に増大していまし

た（1時間積算降水量68ミリでは約2.8倍）。津口・加藤（2014）や Kato（2020）

では、梅雨期の集中豪雨事例の大半が線状降水帯によるものであることが示さ

れており、このことから同時期の線状降水帯による大雨も顕著な増加傾向にあ

るものと考えられます。 

本研究成果は、気候変動監視レポートなど、大雨の変化傾向に関する情報の拡

充に繋がり、気候変動に伴う雨の降り方の変化をより正確に社会にお伝えする

ことに貢献するものです。なお、この成果は、2022年5月に日本気象学会の科学

誌「天気」に掲載される予定です。 
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１．データと調査方法 

1976～2020年のアメダスで観測された１時間積算降水量データ（正時から正

時）を用いて、1979年から継続して同一地点番号で観測されている881地点に、

観測地点が近傍へ移転されて継続的に観測されている地点を加えた1178地点を

対象に調査しました。集中豪雨事例は先行研究である津口・加藤（2014）や Kato

（2020）が設定した３時間積算降水量130ミリを閾値として抽出しました。具体

的には、日界に関係なく連続して１時間ごとに３時間積算降水量を算出して、そ

の値が前後６時間の値よりも大きい場合を１つの事例としました。また、３時間

積算降水量で判断した集中豪雨と１時間積算降水量で判断した短時間大雨の発

生数にみられる経年変化の特徴を比較しました。その際、統計的に母数を合わせ

るために、集中豪雨事例の発生数（年平均49.2事例）と短時間大雨の発生数がほ

ぼ同数になるように、１時間積算降水量の閾値は68ミリとしました（この場合、

年平均50.5事例）。長期変化傾向の有意性は、Mann-Kendall検定によるZ値で判

断しました。 

 

２．主な結果 

（１）年単位での経年変化 

図１(a)の長期変化傾向（Trend）をみると、集中豪雨事例と短時間大雨の発生

数は長期増加傾向（信頼水準99%以上）を示していますが、集中豪雨事例の増加

率の方が１割ほど高くなっています。また、３時間積算降水量の閾値を変えた場

合（表１）、年平均発生数で規格化した増加割合（Trend/10ys/Mean）は閾値が

大きくなるほど増大しています。このことは、降水量の多い大雨の発生数ほど長

期増加傾向がより明瞭になっていることを示しています。 

 

（２）月別の経年変化 

梅雨期の集中豪雨事例数の長期増加傾向が特に顕著で、図１(b)および表２で

示した７月の発生頻度が45年間で約3.8倍（信頼水準95%以上）に増大しています

（短時間大雨は約2.8倍）。８月には集中豪雨事例の増加傾向は見られず、要因

としては気象庁55年長期再解析データ（JRA-55）の解析から、海上からの大量の

下層水蒸気の流入頻度が減ったことが考えられます。一方、短時間大雨の発生数

（表２(b)）は統計的には有意ではありませんが増加傾向を示し、要因としては

気温上昇にともなう大雨をもたらす積乱雲の発生しやすい大気状態の出現頻度

の増大が考えられます。９月では短時間大雨の発生数の増加傾向は小さく、これ

は８月のように大雨をもたらす積乱雲の発生しやすい大気状態の出現頻度増大

が見られなかったのが要因だと考えられます。一方、９月の集中豪雨事例の発生

数は月別では一番多く、統計的には有意ではないが増加傾向を示しています。10

月については統計的に有意な特徴はみられません。 

 

３．今後の展望 

今後は、本研究の結果を裏付ける集中豪雨が発生する大気状態の経年変化を

より詳細に調査するとともに、線状降水帯や台風との関連性についても調べる

予定です。また、より長期間の気候変化や将来変化についても、領域気候モデル
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の予測結果などを用いて分析を進めます。これらの調査により、線状降水帯をは

じめとする極端気象の機構解明や将来予測におけるリスク管理に資することが

期待できます。 

気象研究所等では、今後も気象情報の高度化や気候変動の理解の深化に資す

る様々な研究を推進していくように努めていきます。 
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(a) 

 
(b) 

 
 

図１ ３時間積算降水量130ミリ以上（赤）と１時間積算降水量68ミリ以上（黒）

の1300地点当たりの(a)年単位と(b)７月の発生回数の経年変化  

細線は5年移動平均、太線は長期変化傾向(Trend)、Meanは年平均回数、Sigは標

準偏差． 
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表１ 1976～79年から2020年まで継続および近傍で観測が継続されたアメダス

地点（1178か所）での通年における3時間積算降水量100, 130, 150, 200ミリ以

上の1300地点当たりの年平均発生数（Mean），10年でみた長期変化傾向

（Trend/10ys）とその傾向をMeanで規格化した値（Trend/10ys/Mean），長期変

化傾向に基づいた1976年に対する2020年における発生頻度の倍率（Ratio/45ys）、

およびMann-Kendall検定によるZ値（Z value、2.69以上：信頼水準99%以上で統

計的に有意）． 

 
 

表２ 表１と同じ、ただし６月～10 月と通年における (a) ３時間積算降水量

130mm 以上と (b) １時間積算降水量 68mm 以上の結果.  

Z値（Z value）は，負値では減少傾向，正値では増加傾向を示し，その絶対値

は 1.30以上では信頼水準 80%以上，1.68 以上では同 90%以上，2.02以上では同

95%以上，2.69以上では同 99%以上で統計的に有意を示す． 

 

 


